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 本稿では，住宅宿泊事業法に規定されるいわゆる民泊について，新型コロナウイルス流行を

経た観光産業全体におけるトピックスに沿って，特に住宅宿泊管理業を中心として，制度を含

む現状・課題分析及び展望を論じる．
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１．住宅宿泊事業法の概要 

(1)住宅宿泊事業法の制定 

我が国では，特に地方部の景気低迷や雇用機会の減少

への対策として，２００３年にビジット・ジャパン事業

が開始され，訪日外国人旅行者の増加を図った．また，

２００７年には観光立国推進基本法が施行され，観光が

我が国の重要な政策の柱として位置づけられた．これら

を受けた海外向けプロモーション等の成果により，東日

本大震災の影響による一時的な落ち込みはあったものの，

表-１の通り，訪日外国人旅行者数は２０１３年に１，

０００万人，２０１６年には２，０００万人を超え，２

０１９年までほぼ右肩上がりに増加を続けた． 

表-１ 訪日外客数1)

一方，訪日外国人旅行者数が短期間に急増した結果，

宿泊施設が不足する事態が発生するようになった．それ

を受け，当時から海外ではよく見られた空き家や空き部

屋等を宿泊者用に貸し出す形態の宿泊施設が「民泊」と

して急増した．当時，この形態の宿泊施設を営むには旅

館業法に規定される許可が必要であり，上記を奇貨とし

て「民泊」を始めようとする者には比較的ハードルが高

いものであった．そのため，必要な許可を受けずに営業

するいわゆる「ヤミ民泊」が横行する事態が発生した．

また，騒音やごみの不法投棄等に代表されるトラブルに

対する統一的なルールがなく，地域住民との軋轢が生じ

ている施設も見られた． 

 これに対応するため，２０１７年に住宅宿泊事業法

（以下「本法」という．）が制定され，「民泊」に対し

一定のルールを設け，事業の適正化を図っている． 

(2)住宅宿泊事業法の構成 

 本法は，住宅宿泊事業，住宅宿泊管理業，住宅宿泊仲

介業の三本柱で構成されている． 

 住宅宿泊事業は，宿泊料を受けて住宅等に人を宿泊さ

せる事業を指し，いわゆる「民泊」のオーナーをイメー

ジすると分かりやすい．住宅宿泊事業を営もうとする者

は，都道府県知事等に届出を行わなければならない．な

お，住宅宿泊事業者は年間１８０日を超えて人を宿泊さ

せることができず，年間１８０日を超える場合は旅館業

法に規定される許可が必要である． 

住宅宿泊管理業は，住宅宿泊事業者からの委託を受け，

宿泊者対応や届出住宅の維持保全に係る業務を実施する

業を指す．住宅宿泊管理業を営もうとする者は，国土交

通大臣の登録を受けなければならない．なお，住宅宿泊

管理業の制度詳細については次節に記す． 

 住宅宿泊仲介業は，宿泊者及び住宅宿泊事業者の間で

代理，媒介又は取次ぎを行う事業を指し，インターネッ

ト上での取り扱いが主流であるものの，旅行業者と類似

した事業内容となっている．住宅宿泊仲介業を営もうと
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する者は，観光庁長官の登録を受けなければならない． 

以上の通り，本法は各業に対して参入要件を含む一定

のルールを課す一方で，住宅宿泊事業は届出，住宅宿泊

管理業及び住宅宿泊仲介業は登録と，旅館業法における

許可と比較して簡便な規定となっており，各業を営もう

とする者に対し，利便性の確保を一定程度図っている．

なお，宿泊者及び三業相互の関係について図-１で模式

的に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１ 宿泊者及び三業相互の関係 

 

(3)住宅宿泊管理業の制度詳細 

 住宅宿泊管理業者（以下「管理業者」という）が住宅

宿泊事業者から委託により担う業務は，本法第５条から

第１０条までの業務及び届出住宅の維持保全に係る業務

と規定されており，具体的には表-２の通りである． 

 

条文 内容 

第５条 衛生の確保（定期的な清掃 等） 

第６条 
安全の確保（非常用照明の設置，避難経

路の明示 等） 

第７条 
外国人宿泊者の快適性及び利便性の確保 

（外国語による各種案内，説明） 

第８条 宿泊者名簿の備え付け 

第９条 
周辺地域への悪影響防止に係る宿泊者へ

の説明（騒音の防止 等） 

第１０条 周辺住民からの苦情，問い合わせ対応 

表-２ 住宅宿泊管理業者の業務 

 

 本法制定前に問題となっていた地域住民との軋轢に対

し，住宅宿泊事業者又は管理業者が宿泊者へ注意喚起し，

周辺住民との窓口になることで解決を図ることが可能な

構成となっている． 

なお，管理業者登録に際しては，業務遂行に係る能力

を担保するため，表-３に掲げる要件を課している． 

 

条文 内容 

第８条 
・債務超過でないこと 

・債務の支払い不能となっていないこと 

第９条 

・所定の業者登録，資格又は実務経験を有

すること 

（宅地建物取引業者，宅建士等の資格保

有者，２年以上の宅地取引の実務経験 

等） 

・２４時間体制での苦情対応体制が構築さ

れていること 

表-３ 管理業者の登録要件 

（条文は国土交通省関係住宅宿泊事業法施行規則） 

 

 また，住宅宿泊事業者に対しては，届出住宅の居室数

が５を超える又は住宅宿泊事業者が届出住宅に不在であ

る場合は，本法第１１条の通り，業務を管理業者に委託

することを義務付けている．家主不在型の施設のみなら

ず，比較的管理が困難な規模の施設でも専門業者である

管理業者が管理を担うことで，衛生の確保等を適切に実

施できる構成となっている． 

 

住宅宿泊事業法（抜粋） 

（住宅宿泊管理業務の委託） 

第十一条 住宅宿泊事業者は，次の各号のいずれか

に該当するときは，国土交通省令・厚生労働省令で

定めるところにより，当該届出住宅に係る住宅宿泊

管理業務を一の住宅宿泊管理業者に委託しなければ

ならない．（略） 

一 届出住宅の居室の数が，一の住宅宿泊事業者が

各居室に係る住宅宿泊管理業務の全部を行ったとし

てもその適切な実施に支障を生ずるおそれがないも

のとして国土交通省令・厚生労働省令で定める居室

の数を超えるとき． 

二 届出住宅に人を宿泊させる間，不在（一時的な

ものとして国土交通省令・厚生労働省令で定めるも

のを除く．）となるとき（略）． 

 

 なお，全国の管理業者数は，本法施行日である２０１

８年６月１５日時点で６７３者であり，２０２３年５月

１５日時点では２，５８７者と着実に増加している．2) 

 ここまで住宅宿泊管理業を中心とした本法の構成を論

じたが，次章からは住宅宿泊管理業における課題並びに

それに対する解決策を論じる． 

 

 

２． 住宅宿泊管理業の課題・解決策 

 

(1)課題3) 

住宅宿泊管理業の今日的な課題としては，地方部での

担い手不足が挙げられる． 

住宅仲介業者 

宿泊者 住宅宿泊事業者 

住宅宿泊管理業者 



 

 

 

２０２２年４月時点の登録業者数の約７割が都市部

（札幌市，東京都，愛知県，京都府，大阪府，福岡県）

に偏在しており，地方においては地場の管理業者が少な

く，都市部の管理業者に委託しようとしても，現地スタ

ッフが確保できずに断られた事例や，高額な手数料を提

示されて民泊の営業を断念した事例が存在する． 

 一方，管理業者としても，既存営業区域外の施設であ

る場合，現地に新たな拠点を設け，相応の人員を確保す

る必要があり，結果的に採算が取れないため依頼を断ら

ざるを得ない側面がある．また，清掃等の現地対応を再

委託するとしても，再委託先の確保及び再委託先スタッ

フの監督が困難な場合があり，必ずしも再委託の仕組み

が十全に機能していない現状がある． 

一例として，関東地方整備局管内に本店が所在する管

理業者のうち，北陸地方整備局管内の営業所が登録され

ている業者数を表-４に掲げる． 

 

関東地整管内

の管理業者数 

営  業  所  数 

新 潟 富 山 石 川 

１，０２５ ２ １ ０ 

表-４ 地方部における営業所数（一例） 

（２０２３年７月１日現在） 

 

 そして，地場の宅地建物取引業者等に管理業者登録を

受けた上で管理を依頼しても，手間と比較して収益性に

乏しくビジネスモデルが成立しないとして断られる事例

も見受けられる． 

 また，表-３で掲げた通り，管理業者の登録を受ける

には所定の要件を課しており，これにより業務遂行に係

る能力を担保している．しかし，特に地方部では前項の

通り，要件を満たす者に登録を受ける意思がない場合が

多い．一方，住宅宿泊事業者本人や地場のホテル・旅

館・旅行会社，観光協会や観光地域づくり法人といった

地域の観光を担う組織が登録を受けようとしても，要件

を満たせない場合が多い．このため，地域で誰も管理業

者の登録を受ける者がおらず，結果として民泊として活

用可能な空き家等が存在し，活用の意思があるにもかか

わらず，放置せざるを得ない事例も発生している． 

 

(2)課題に対する解決策 

 以上に掲げた地方における管理業者の少なさ，登録要

件の課題に対しては，登録要件に所定の講習（以下「実

務講習」という）受講修了者を有する者を加える形で一

定の解決策が講じられる見込みである． 

 前節の課題を背景に，２０２２年４月に開催された

「規制改革推進会議第５回地域産業活性化ワーキング・

グループ」にて，一般社団法人住宅宿泊協会及び一般社

団法人シェアリングエコノミー協会より，管理業におけ

る必要な体制の要件として，所定の講習受講者を含める

旨の提言がなされた．この提言及び議論を踏まえ，２０

２２年６月７日に閣議決定された「規制改革実施計画」

において，表-５の通り，地域産業活性化の手段として

「地域経済の課題解決や地方創生に資する民泊サービス

の推進」が盛り込まれ，その中で一例として必要な体制

の要件として，所定の講習受講者を含める等の必要な措

置を実施する旨が明記された． 

 

事項名 
地方における住宅宿泊管理業の担

い手確保 

規制改革の内容 

国土交通省は，住宅宿泊管理業を

的確に遂行するための必要な体制

の要件として，例えば所定の講習

の受講修了者も新たに認めるなど

の具体的な方策について，関係者

とも連携しながら検討を行い，必

要な措置を行う． 

実施時期 
令和４年度検討・結論，令和５年

度措置 

表-５ 規制改革実施計画（抜粋） 

 

 その後，二度の関係団体等との意見交換会を経て，２

０２３年７月に国土交通省関係住宅宿泊事業法施行規則

が一部改正され，必要な体制を法令上明確に規定すると

ともに，所定の講習受講修了者を有する者も必要な体制

が整備されている者として規定された． 

 

住宅宿泊事業法（抜粋） 

（登録の拒否） 

第二十五条 国土交通大臣は，第二十二条第一項の

登録を受けようとする者が次の各号のいずれかに該

当するとき，（略）その登録を拒否しなければなら

ない． 

一～十 （略） 

十一 住宅宿泊管理業を的確に遂行するための必要

な体制が整備されていない者として国土交通省令で

定めるもの 

 

国土交通省関係住宅宿泊事業法施行規則の一部を改

正する省令（抜粋） 

（住宅宿泊管理業を的確に遂行するための必要な体

制が整備されていない者） 

第九条 法第二十五条第一項第十一号の国土交通省

令で定める者は，次の各号のいずれかに該当する者

とする． 

一 次のいずれにも該当する者 

イ 管理受託契約の締結に関する実務についての講

習であって，次条から第九条の五までの規定により

国土交通大臣の登録を受けたものを修了した者でな

いこと． 

ロ，ハ （略） 

 



 

 

 

 実務講習の内容等は表-６の通りであり，本法に規定

される管理業者としての役割・義務はもとより，管理受

託契約の締結に係る業務が適切に遂行できるよう民法等

の関係法令を含めた内容となっている． 

 

内容 

イ 住宅宿泊事業法の趣旨並びに受託宿泊

管理業者の役割及び義務に関する事項 

ロ 管理受託契約並びに法第３３条第１項

及び法第３４条第１項の書面の作成に関す

る事項 

方法 通信講座 講義 

時間 ２０時間 ７時間 

補足 

通信講座及び講義の合計時間のうち，イに

１/２，ロに１/３以上の時間を充てる 

講師は弁護士や実務経験者等を想定 

表-６ 実務講習の内容 

 

 今後，実務講習実施機関の公募を経て，２０２３年度

中には制度運用開始が予定されている． 

 

 

３． 今後の展望 

 

 ここまで管理業を中心とした概要及び今日的な課題に

ついて論じたが，ここからは住宅宿泊事業そのものを含

む今後の展望を考察する． 

 

(１)国内の動向 

a)観光立国推進基本計画 

 ２００７年１月に施行された観光立国推進基本法の規

定に基づき，観光立国実現に向けた基本計画として，２

００７年６月に同計画が閣議決定された．その後，おお

よそ５年毎の見直しを経て，２０２３年３月に現行計画

が閣議決定された． 

 現行計画においては，現在においても「観光を通じた

国内外との交流人口の拡大の重要性に変わりはなく， 

観光は今後とも成長戦略の柱，地域活性化の切り札であ

る」と評されている．そして，その目標として，観光

地・観光産業に大きな打撃を与えた新型コロナウイルス

感染症流行からの回復に加え，流行以前からの課題も踏

まえた観光の質的向上を図ることで，コロナ前を上回る

形での復活を目標としている．そして，その目標を達成

するための３つのキーワードとして「持続可能な観光地

域づくり」「インバウンド回復」「国内交流拡大」を

掲げている． 
 なお，管理業を含む民泊については，直接的には

下記で触れられているのみだが，前掲のキーワード

との関係性が深いテーマとなっているので，これに

ついて考察する． 

観光立国推進基本計画（２０２３年３月３１日閣議

決定 抜粋） 

第３ 観光立国の実現に関し，政府が総合的かつ計画

的に講ずべき施策 

１． 持続可能な観光地域づくり戦略 

（８）持続可能な観光地域づくりに資する各種の取

組 

エ 地域特性やニーズに応じた民泊サービスの普及促

進 

住宅宿泊事業法（平成 29 年法律第 65 号）に基づ

き，制度の適切な運用を図り，それぞれの地域特性

やニーズ等に応じた良質な民泊サービスの普及に取

り組む．地方における管理業の担い手確保を図るた

め，登録要件の緩和を行う． 

 

b) 持続可能な観光地域づくり 

 これは，観光振興が地域社会・経済に好循環を生む仕

組みづくりを推進することである．具体的には，まず，

コロナで打撃を受けた観光地・観光産業の再生とともに

高付加価値化を行うことで収益力・生産性向上を図り，

これを観光従事者の待遇改善や担い手確保の奇貨とする．

それが住民の観光への理解や地域への誇り・愛着へとつ

ながり，観光地域づくり法人等の観光戦略の司令塔とな

る組織・担い手形成へと発展させる．そして，それらに

より更なる観光コンテンツの造成や受け入れ態勢の整備

がなされ，同時に環境に配慮した形とすることで，地域

の持続可能性を高め，収益力・生産性の更なる向上をも

たらす好循環を形成することである．（図-２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-２ 持続可能な観光地域づくり戦略4) 

 

 そして，これは，主として古民家の再生を通じた一棟

貸し民泊とリンクする． 

①地域の持続可能性を高める観光コンテンツ 

②地域一体となった取り組み、観光産業の収益力・生

産性向上、地域全体の活性化 

③観光従事者の待遇改善、担い手確保 

④住民の観光への理解、地域への誇り・愛着 

⑤持続可能な観光戦略、効果検証 

（①へ戻る） 



 

 

 

 近年，新型コロナウイルス感染症流行を受け，他者と

の接触を避けることを目的に，国内外の富裕層やファミ

リー層を中心として一棟貸し施設の人気が民泊に限らず

増している．また，コロナ対策のみならず，高いプライ

ベート性や非日常感といった要素も需要を引き上げてい

る要因となっている．それ故に，一般的な部屋貸しの施

設と比較して付加価値が高くなり，一棟貸しの性質上，

大人数での宿泊に適した施設であることから，比較的高

い客（グループ）単価を見込むことが可能である．これ

が直接的には図-２の②に寄与することとなる． 

c) インバウンド回復 
 表-１の通り，訪日外国人数は２０１９年までほぼ右

肩上がりに増え，最大で年間３，０００万人を超えてい

た．しかし，新型コロナウイルス感染症流行の影響で２

０２０年には年間約４１２万人，２０２１年は年間約２

４万６，０００人に落ち込んだ．２０２２年１０月に水

際措置が大幅に緩和されて以降回復傾向が見られ，２０

２３年６月には２０２０年２月以降で初の月間２００万

人越えとなる約２０７万人を記録したが，２０１９年以

前の水準には達していない．1) 

 今後，世界へ向けて我が国の魅力をアピールし，量的

な回復を図る一方で，インバウンドにおいても高付加価

値化を実現し，環境にも配慮した形で我が国の自然や文

化への理解増進と収益性の向上を図る等の質的な転換も

図っている． 
 
観光立国推進基本計画（抜粋） 

第１ 観光立国の実現に関する施策についての基本的

な方針 

２.基本的な方針 

（２）インバウンド回復戦略 

また，観光消費の旺盛な高付加価値旅行者の地方

誘客，消費額拡大に向けた高付加価値なコンテンツ

の充実（略）にも取り組む．コンテンツについて

は，（略）アクティビティ，アート，食，国立公

園，農泊等，環境負荷が少ない形で，地域における

自然や文化への理解増進と消費額拡大が期待できる

分野の取組を強化する． 

 

 これは地方への誘客，特に農泊の推進とリンクする． 

 農泊については，２０２３年５月に観光立国推進閣僚

会議で決定された「新時代のインバウンド拡大アクショ

ンプラン」においても言及されており，地方誘客を前提

とした環境負荷の少ない高付加価値のコンテンツとして

注目されている． 

 

 

 

 

 

新時代のインバウンド拡大アクションプラン（２０

２３年５月３０日決定，抜粋） 

Ⅲ 文化芸術・スポーツ・自然分野 

５ 少数限定の宿泊体験・体験型コンテンツの提供 

（７７）農山漁村の高付加価値化 令和７年度末まで

に農泊地域の年間延べ宿泊者数700万人泊実現を目指

し，農泊をビジネスとして実施できる体制の構築を

進めるとともに，農山漁村の観光資源の高付加価値

化を図り，ゴールデンルートから一歩踏み出すイン

バウンドの地方誘客と地方消費を促す． 

 

 そして，農泊分野において宿泊施設として期待される

のが前項で述べた一棟貸し施設を含む民泊である．ただ

宿泊するだけではなく，民泊施設内やその周辺を含む地

域での自然や地域特性を活用した体験等を組み合わせる

ことによる高付加価値化の拠点としての役割が想定され

る． 

d) 国内交流拡大 
 これは，国内における観光の実施率向上のみならず，

滞在の長期化やリピーターの形成を主眼として取り組ま

れるものである．背景としては，新型コロナウイルス感

染症流行を経て，インバウンド市場と比較して国内旅行

市場の強靭さが示された影響が大きい． 
 
観光立国推進基本計画（抜粋） 

第１ 観光立国の実現に関する施策についての基本的

な方針 

２.基本的な方針 

（３）国内交流拡大戦略 国内旅行市場は，人口減少

が進む中で，コロナ前の約 10 年間，旅行者数・消費

額とも横ばいで推移してきた．一方で，コロナ禍を

経て，インバウンドと比べた外的要因に対する強靱

さが示され，国内交流拡大に取り組む重要性が改め

て明らかとなった． 

 

 そして，その長期滞在可能施設の中心となるのが民泊

である．民泊施設においては，「台所」「浴室」「便所」

「洗面設備」の備え付けが本法で規定されており，特に

一棟貸しの施設であれば自宅感覚で長期滞在が可能とな

るため人気が高い． 

また，リモートワークの普及を受け，仕事を行う場所

の制約が少なくなったことにより，観光地等に滞在しな

がら仕事と休暇（観光）を両立するワーケーションに注

目が集まる中，有力な滞在先として民泊が挙げられる．

さらには，ワーケーションの延長線的な意味も含め，

「第２の故郷」としての中長期滞在可能施設や，地方移

住の「お試し」を目的とした受け入れ施設としても民泊

が活用できる可能性がある． 

e)管内におけるトピックス 

全国的に民泊施設活用の機運が高まる中，北陸地方整

備局管内においても活用の動きがある． 



 

 

 

２０２３年６月，新潟県佐渡市にて計画された「空き

家再生による地域経済循環創造事業」が総務省の「地域

経済循環創造事業交付金」の交付対象に決定した．この

交付金は，産学金官の連携により，地域の人材・資源・

資金を活用した新たなビジネスを立ち上げる際の初期投

資を支援し，民間事業者，国，地方が一体となって， 

将来にわたって富を生み出していく仕組み（地域経済循

環）づくりを促すことを目的としている．佐渡市におい

ては，市内に多数抱える空き家を宿泊施設に改修し，新

型コロナウイルス流行の影響で廃業した民泊施設に代わ

る受け皿として，特に一棟貸しの高付加価値施設として

活用し，経済活性化の仕組みを構築することを目指して

いる．今後，佐渡金山の世界遺産登録やインバウンドの

復調で更なる誘客が見込まれる中で，上記のような補助

事業を活用しながら民泊を核として，観光立国推進基本

計画における３つのキーワードにも通じる事業が進めら

れている． 

なお，時期を同じくして，佐渡に拠点のある者が同事

業への参画を前提として管理業者の登録を受けた． 

f)登録業者への立入検査 

 一方で，ここまで述べた機運の高まりや実務講習制度

創設により，不動産管理等とは異なる業界からの管理業

参入が予想され，管理業者の資質向上の観点から，業者

登録後のフォローアップが従前以上に求められ，その具

体的な方法という新たな課題も生じることが想定され

る．本法において管理業者への立入検査や登録取消等の

監督に関する条項は存在しているものの，監督処分基準

や立入検査実施要綱が整備されていない状態であった． 

 そのため，２０２３年１月には監督処分基準が策定さ

れ，法令違反等が確認された管理業者に対する業務停止

等の基準が明確になった．これにより管理業者への立入

検査の手順が確立し，よりきめ細やかな指導が可能とな

ると同時に，表-７に代表されるように，不正行為の様

態に応じた監督処分を実施することが可能になった． 

 

違反行為の概要 
監督処

分内容 

登録事項の

変更届出義

務違反 

必要な登録事項の変更の届

出をしなかった場合 

業務改

善命令 

住宅宿泊管

理業務の実

施義務違反 

(１)法に規定する業務を履

行しなかった場合 

業務改

善命令 

(２)(１)の場合において，

当該違反行為により関係者

の損害が発生した場合 

業務停

止１５

日 

表-７ 監督処分基準（一例） 

 

 

 

４． まとめ 

 

 以上の内容をまとめると，民泊は，観光分野における

新型コロナウイルス感染症流行からの復活及び更なる発

展を促す重要なコンテンツとして大きな役割を果たすこ

とが期待されている．また，インバウンド需要のみなら

ず，国内の中長期滞在者や一棟貸し宿泊施設を望む層へ

の需要も期待される． 

 そして，以上で論じた点は，主として地方部での取り

組みが中心となるものであり，空き家を活用した民泊施

設を中心に，都市部と比較して家主不在型が多い傾向が

ある．これに連動して，佐渡市の事例に代表されるよう

に，今後，特に地方部での管理業の需要が高まり，業者

登録申請が増加することが想定される．２０２３年７月

の国土交通省関係住宅宿泊事業法施行規則改正は時宜を

捉えたものであり，地方における管理業の担い手確保を

通じ，地域経済や観光産業の好循環形成に資するもので

ある． 

 また，既存登録業者の地方拠点開設を含め，特に地方

部での管理業者の増加は，管理業者における直接的な雇

用のみならず，波及効果を含め，地方部での雇用創出の

可能性を秘めるものである． 

さらには，中長期滞在や移住の「お試し」での民泊施

設の活用も想定され，関係人口や移住者を増やし，空き

家問題を含め，働き手不足等の地域課題解決の一助とな

ることも期待されている． 

一方で，新しい管理業者，特に不動産物件管理や契約

実務経験のない者が新たに管理業者となることで，業者

の質の確保が以前にも増して重要となる．これについて

は，２０２３年度より開始予定の立入検査やそれに付随

した行政指導等により，違反行為の防止，社内教育の充

実，それらの適切なフォローアップを実施する所存であ

る． 
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